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予備自衛官等の充足率向上に向けて顕在化した課題とその背後にある真因
予備自衛官等の充足率停滞要因の構造

予備自衛官等の充足率が停滞

背後にある「真因」

顕在化した課題

「表層」で
起こっている事象 採用者が増えない 退職者が減らない

給付金制度の趣旨の未普及

従来踏襲の報酬制度

既存ルールの維持意識

雇用組織へのメリット不足

フレキシビリティーの少ない運用

手当が不十分

受入企業/就職先における支援が不十分

志願/継続しにくい訓練制度

採用/継続任用上限年齢

退職自衛官に同じ
• マネジメントに嫌気
• 上下/人間関係
• 成果と評価の未連動
など

自衛隊との関係断絶
希望

• 退職予定自衛官の
うち予備自衛官等を
志願しない者の志願
しない主要理由

• 志願の阻害要因：特別休暇等の未整備により訓練参加に有給消化が必要
• 継続の阻害要因：同上及び業務調整の困難さ

• 現行の即応予備自衛官の採用上限年齢では定年退職自衛官は無条件で志願できない
• 現行年齢上限は現役の即応予備自衛官の大半の任用継続意向年齢よりも低い

• 志願の阻害要因：投入する時間に対して手当が見合わない
• 継続の阻害要因：給与が発生しない休暇で参加した場合、本業の給与より手当が少ない

• 志願の阻害要因：業務に影響を及ぼさずに参加することが難しい年間訓練日(即応予備自)

• 継続の阻害要因：訓練候補日の選択肢が少なく受入企業/就職先の業務と調整困難

機械的な
説明・
研修運用

自衛隊内
での予備
自衛官等
制度の
軽視

制度の不理解

• 退職自衛官が予備自衛官等
制度を理解しておらず、志願の
検討を十分に行わずに退職して
いる者が存在

• 自衛官/元自衛官以外の国民に
予備自衛官等制度が十分理解
されておらず、志願の検討が
なされず予備自衛官の応募が
増えない

国民の
関心層
への
アプローチ
の不十分
さ

考慮すべき
予備自衛官等の
固有の要素

本業の存在 雇用組織

本業の
勤務形態

サポート
の有無

給付金
の有無

制度への協力の
メリット・デメリット

予備自衛官等制度ならではの仕組み

公務員
制度との報酬
バランス

元自衛官と
民間出身者
の混在

独自の
定年
制度

歴史的
背景

3区分の設置
(即応予備自、
予備自、予備自補)

幅広い
年代の
混在

任務の内容/スタイル

招集訓練任務・
役割の
特殊性

緊急招集 制度整
備状況
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予備自衛官拡充に向けた課題、真因及び対応の方向性(1/2)
エグゼクティブサマリ

自衛官を効果的に補完すべき予備自衛官等の確保が課題となっている中、特に予備自衛官及び即応予備自衛官の
確保は急務。
• 予備自衛官及び即応予備自衛官の年間採用者数は年間退職者数を下回っており、そのためには、人材の新規獲得
に加え、退職抑止も重要であり、両輪にて取組むべき。

• 予備自衛官補は、比較的新しい予備自衛官への人材ソースであり、引き続き周知拡大の余地がある

予備自衛官及び即応予備自衛官の新規獲得については、防衛省・自衛隊と雇用先それぞれの制度・仕組みや慣行に働き
かけていく必要がある
• 防衛省・自衛隊において、予備自衛官等制度について機械的な説明・研修運用がなされ、予備自衛官等制度が
軽視されていることが、自衛隊内においてすら、予備自衛官等制度の不理解につながっていると考えられる。いわずもがな、
国民の関心層へのアプローチも不十分なものとなっている

• また、自衛隊退職時に自衛隊との関係断絶を希望し、予備自衛官等に志願しないケースも散見されるが、これは自衛
隊における負の体験に基づくものである

• 訓練において予備自衛官等にとって、フレキシビリティが少なく、結果として志願を控える者もある
• 従来踏襲の報酬制度も志願を遠ざける一因となっている
• 一方、雇用先組織において、訓練時間の確保など、予備自衛官等への支援が不十分であることも予備自衛官等への
志願を妨げている。この背景には、防衛省からの雇用先組織へのメリット供与不足や給付金制度の趣旨の未普及が
あると考えられる
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予備自衛官拡充に向けた課題、真因及び対応の方向性(2/2)
エグゼクティブサマリ

予備自衛官及び即応予備自衛官の退職抑止については、主として防衛省・自衛隊の現状に課題がある
• 訓練のフレキシビリティの少なさ及び従来踏襲の報酬制度は、新規採用同様に予備自衛官等の継続を妨げる
ものとなっている

• 採用/継続任用上限年齢が長らく維持されていることも、任期終了前退職の要因となっている

これらの課題に対し、まず自衛隊における予備自衛官等制度の理解促進機会の増加及び国民の関心層への予備自衛官
等制度の情報発信の強化1に優先的に取組むべきである。
また、雇用組織に対しては、予備自衛官制度への協力促進に取り組む必要がある。
訓練の柔軟性（フレキシビリティ）も向上させる必要がある
報酬制度（手当）に関しては 「自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立に関する基本方針」
(令和6年度12月)にて改善が図られており、予備自衛官等への志願や任用継続への意向にプラスの影響が確認されている
一方で、自衛官時代の負の体験、自衛隊との関係断絶を望む者を減らしていく施策は、自衛官全体の退職抑止施策
にて検討されるべきものである。

この他、制度改正を要する意向に即した年齢上限の引上げなどについては上記も考慮しながら進めていくべきである。

これら対応策を構成する施策については、期待される施策効果に加え、施策の実行主体、予算確保の必要性、制度改正
の有無等の実行にかかる条件も考慮の上、実行の優先順位を決定していく必要がある

1予備自衛官等制度の情報発信の強化については、「自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立に関する基本方針」(令和6年12月)において、予備自衛官等に関する理解と協
力を一層獲得するためＳＮＳ等を活用した広報活動を開始する旨決定
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課題とその真因それぞれに対し対応策を打ち、総合的に充足率の向上を図ることが肝要
予備自衛官等の充足率向上(新規獲得・退職抑止)に向けた課題及び真因並びに対応の方向性

顕在化した課題

制度の不理解

受入企業/就職先
における支援が
不十分

予備自衛官制度への
協力促進

自衛隊との関係断
絶希望

退職自衛官に同じ
• マネジメントに嫌気 など

「自衛官の中途退職抑制施策の調査研究」にて真因及びその対応施策が検討されており、その結果に
基づき対応を進めるべきである。

手当が不十分 従来踏襲の報酬制度 「自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立に関する基本方針」(令和6年度12月)を
受け、令和7年度に改善予定である。この点は内外にしっかりとアピールするべきである

予備自衛官等制度の
理解促進機会の増加

志願/継続しにくい
訓練制度

訓練選択の柔軟性
(フレキシビリティ)

フレキシビリティーの少ない運用 • 訓練候補日の増加
• 訓練スケジュールの早期決定
• 年齢・練度による訓練内容のオプション設定
• 即応予備自衛官の訓練日数のオプション設定

• 予備自衛官等制度への理解促進活動の強化
• 給付金に関する支給要件の徹底・再周知
• 予備自衛官雇用企業給付金等の設置

採用/継続任用
上限年齢

既存ルールの維持意識 意向に即した
年齢上限の引上げ

• 即応予備自衛官の任用継続上限年齢の引き上げ
• 予備自衛官の任用継続上限年齢の引き上げ

• 自衛官時の予備自衛官等制度に関する説明・研修機会の増加
• 自衛隊における再就職支援時の予備自衛官等への応募案内の強化
• 予備自衛官等制度への支援条件に基づいた退職予定自衛官雇用希望組
織へのインセンティブ付与

国民の関心層へのアプローチが不十分 予備自衛官等制度の
情報発信の強化

• プッシュ型媒体におけるマーケティングの強化

対応の方向性

方向性 施策

真因

雇用組織へのメリット不足

給付金制度の趣旨の未普及

機械的な説明・研修運用

自衛隊内での予備自衛官等制度の軽視
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インパクトが大きく、且つ着手しやすい施策より取り掛かる
各施策の実行の優先順位

対応の方向性
施策方向性

優先度 インパクト
新規獲得 退職抑止

着手の
しやすさ

高

低

自衛官時の予備自衛官等制度に関する説明・研修機会の増加予備自衛官等制度の理解促進機会の増加①

訓練候補日の増加訓練選択の柔軟性（フレキシビリティ）②

即応予備自衛官の訓練日数のオプション設定訓練選択の柔軟性（フレキシビリティ）④

即応予備自衛官の任用継続年齢の引き上げ意向に即した年齢上限の引上げ①

予備自衛官の任用継続年齢の引き上げ意向に即した年齢上限の引上げ②

予備自衛官雇用企業給付金等の設置予備自衛官制度への協力促進④

年齢・練度による訓練内容のオプション設定訓練選択の柔軟性（フレキシビリティ）③

予備自衛官等制度への理解促進活動の強化予備自衛官制度への協力促進②

給付金支給に関する支給要件の普及予備自衛官制度への協力促進③

プッシュ型媒体におけるマーケティングの強化予備自衛官等制度の情報発信の強化①

自衛隊における再就職支援時の予備自衛官等への応募案内の強化予備自衛官等制度の理解促進機会の増加②

訓練スケジュールの早期決定訓練選択の柔軟性（フレキシビリティ）①

各施策については、期待される施策効果に加え、施策の実行主体、予算確保の必要性、制度改正の有無等の
実行に向けた条件も考慮の上、実行の優先順位及びタイムラインを決定していくべき

予備自衛官等制度への支援条件に基づいた退職予定自衛官雇用
希望組織へのインセンティブ付与

予備自衛官制度への協力促進①
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本事業の背景と目的

予備自衛官等は、近年、予備自衛官・即応予備自衛官・予備自衛官補のすべてにおいて未充足傾向にある
• 自衛官退職時に、予備自衛官等を志願しない
• 予備自衛官等を退職

本状況下、制度自体の見直しに着手
• 退職した予備自衛官等に対して、その退職理由等をアンケートにて調査、訓練と本業との両立困難等の声があがった
• 予備自衛官等の雇用企業の立場、個人の立場双方から、マーケット毎の効率的な募集、元自衛官にとどまらない幅広いターゲット
からの募集、内部規定や充足率目標自体の見直し等、いくつかの具体的な課題は見出しつつある

一方、行政事業レビューの公開プロセス (2023年6月) において、予備自衛官等制度については、外部有識者より
「調査・検討不十分」との指摘を受けた
• 新たな活動は従来とどの程度効果が異なり、改善が見込めるかが明確でなく、違った視点での活動も検討すべき
• アンケート調査に加え、サンプル抽出によるデプスインタビュー等を行い、退職や志願敬遠の詳細な要因分析を行い、改善に活かす
必要

• 外部から招き入れる予備自衛官補制度と、流出するものを留める予備自衛官制度では対象も含め異なるため、分けて対応する必要

これを受け、予備自衛官等の慢性的未充足を解消すべく、外部機関による調査・分析を実施し、実効的な解決策につなげる
• 令和6年度においては、対象等を絞り込み、現行制度の課題、退職や志願者敬遠等の詳細な要因分析を調査
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現状の問題認識・課題

予備自衛官の充足向上は喫緊の課題

1. R3年度の全退職者に占める割合

充足率

• 安全保障環境が急速に厳しさを増していることを踏まえれば、いざという
時に自衛官とともに様々な任務に就く予備自衛官等の人材確保や体
制強化は、極めて重要な課題

• 一方で、近年、予備自衛官及び即応予備自衛官の低充足が常態
化しており、これまでも充足向上のための施策を講じてきたが、目立った
向上に至っていない

• 予備事務官、即応予備自衛官の主たる採用ソースである自衛官を対
象としたアンケート調査 (R3年度) によれば、自衛官を退職後に予備
自衛官等を志願しない理由の約7割が「仕事と両立できるかが不安」
また、採用者数 (インプット) に比べ退職者数 (アウトプット) が多い傾
向にあり、その退職理由に着目すると、主だった理由は次の2点であり、
これらの退職理由は、自衛官が退職後に予備自衛官等への志願を
敬遠する理由に結びついている可能性
– 「生業と訓練との両立が困難」を理由とする退職者

(即応予備自衛官: 約6割、予備自衛官: 約3割)1)

– 現行の「年齢制限」を理由とする退職者
(即応予備自衛官: 約2割、予備自衛官: 約4割)1)

即応予備
自衛官

予備
自衛官補

予備
自衛官

(年)

67.1%

H30

59.7%

R1

55.7%

R2

54.7%

R3

53.7%

R4

53.4% 53.4% 52.5% 51.6% 50.7%

70.9% 71.8% 69.7% 69.8% 69.6%
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• 予備自衛官等である従業員を雇用するメリット・デメリットは何か
• 予備自衛官等である従業員が招集されている間、事業継続のためにどの
ような措置を取っているか

予備自衛官等制度に関するインタビュー及びアンケート概要

実施対象 インタビュー・アンケート設問事項

属性 回答数

インタビュー

アンケート

雇用組織

即応予備自衛官

退職予定自衛官
(現役)

予備自衛官

予備自衛官補

退職した
予備自衛官等

退職予定自衛官

予備自衛官等

雇用組織

3

3

8

4

3

3

2,641

10,759

596

大区分 設問例

• 予備自衛官等制度についての説明や研修を受けたことがあるか
• 退職後に即応予備自衛官または予備自衛官に志願するか
• 志願する/しない理由はなにか

• 予備自衛官等を志願した理由は何か
• 予備自衛官等の活動を続ける上で感じている課題は何か
• 課題の改善・解決のためにはどのような施策・制度が必要か

• 各施策・制度を認知しているか
• (認知している方が対象)各施策に満足しているか、それはなぜか
• 予備自衛官等への志願を検討する上での後押しになるか

既存施策に
対する評価

• 招集訓練1回あたりの訓練日数は何日が適当と考えるか
• eラーニングを活用したいか
• 予備自衛官等の継続任用上限年齢は何歳が適当と考えるか
• (雇用企業が対象)給付金の支給対象拡大や支給額の増額は雇用
拡大のインセンティブになるか

検討中の施策に
対する評価・
インセンティブ

関係閣僚会議 • 各施策を評価するか
• いずれの施策があなたの予備自衛官等への志願や任用継続への意向に
プラスの影響を与えるか

対象

低充足要因

退職
予定

予備自
等

雇用
組織

N/A

N/A

N/A N/A

N/A

N/A
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退職予定自衛官、予備自衛官等、予備自衛官等雇用企業にインタビューを実施
インタビュー実施実績

大区分 小区分中区分

対象者 実施対象実績

一般予備自衛官

公募予備自衛官

予備自衛官補

陸上自衛官

海上自衛官

航空自衛官

即応予備自衛官を
雇用する企業

予備自衛官を
雇用する企業

予備自衛官補を
雇用する企業

退職した予備自衛官等

即応予備自衛官予備自衛官等

退職予定自衛官
(現役)

予備自衛官等
雇用企業

予備自衛官 2名

2名

3名

2名

3名

3名

3名

3名

3名

• 50代、女性、陸上自衛隊、2曹
• 50代、男性、陸上自衛隊、3尉

• 50代、女性、陸上自衛隊、２尉、
技能(衛生 (甲))

• 20代、男性、陸上自衛隊
• 50代、男性、陸上自衛隊、技能(看護官)

• 50代、男性、陸上自衛隊、曹長
• 50代、男性、陸上自衛隊、曹長

• 50代、男性、海上自衛隊、2尉
• 50代、男性、海上自衛隊、１曹

• 50代、男性、航空自衛隊、１尉
• 50代、男性、航空自衛隊、１曹

• 警備業
• 運輸業
• 警備業

• 40代、男性、元即応予備自衛官、2曹
• 50代、男性、元予備自衛官、1曹

• 30代、男性、陸上自衛隊、2曹
• 50代、男性、陸上自衛隊、准尉

• 60代、男性、陸上自衛隊、２尉、
技能(システム防護 (甲))

• 40代、男性、陸上自衛隊

• 20代、男性、海上自衛隊、士長

• 20代、女性、航空自衛隊、士長

• 50代、男性、元予備自衛官、3曹、技能(語学)

• 40代、女性、陸上自衛隊、2曹

合計 24名
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退職予定自衛官、予備自衛官等、予備自衛官等雇用組織にアンケートを実施
アンケート実績

大区分 中々区分

対象者

予備自衛官補

雇用組織 即応予備自衛官を
雇用する組織

予備自衛官を
雇用する組織

予備自衛官補を
雇用する組織

中区分

退職予定自衛官
(現役)

陸上自衛官

航空自衛官

海上自衛官

小区分

予備自衛官等

予備自衛官(陸)

即応予備自衛官

予備自衛官 一般予備自衛官

公募予備自衛官

予備自衛官(海・空) 一般予備自衛官

公募予備自衛官

596組織

2,641名

7,299名

647名

2,295名

回答者数

実績

518名

アンケート

退職予定
自衛官

雇用組織

予備自衛官等
中分類以下
は属性質問
等への回答内
容で分類可
能なよう設計

アンケートの集計単位

退職予定
自衛官

予備自衛官等

雇用組織

即応予備自衛官

予備自衛官

予備自衛官補

定年退職自衛官

任期満了退職自衛官

中途退職自衛官
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最終事業報告書の内容

1. サマリ

2. 本調査の背景と目的

3. 調査概要

4. 調査結果

• 志願促進に向けた課題

• 退職抑止に向けた課題

• 関係閣僚会議決定に対する評価

• 既存施策の志願、任用継続に対する効果

5. 予備自衛官等拡充に向け効果的と考えられる施策等の提案

6. 今後の進め方
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顕在化した予備自衛官等への新規人材獲得における課題
予備自衛官等の志願促進に向けた課題

予備自衛官補
(約2.6千人/

定員約4.6千人)

予備自衛官
(約3.3万人/

定員約4.8万人)

即応予備
自衛官
(約4千人/

定員約8千人)

全体

予備自衛官補への志願の契機となるようなプッシュ型媒体による
予備自衛官制度の周知が十分に図れていない

退職自衛官には予備自衛官等への志願意向を有しながらも
予備自衛官にならない/なれない者も存在している
• 志願意向を有する者の主要な懸念は「本業における就職先の支援」

退職自衛官には予備自衛官等制度を理解しておらず、
志願の検討を十分に行わずに退職している者も存在している

定年退職自衛官以外の退職自衛官(任期満了自衛官及び
中途退職自衛官)の志望における主要な課題は
「本業における就職先の支援」「訓練日数の長さ」である

志願意思のある定年退職自衛官は、現行の即応予備自衛官の
採用上限年齢の制約により志願不可とされており、更なる深堀りが必要

退職自衛官の予備自衛官等への志望における主要な課題は
「自衛隊との関係断絶」「手当」 「本業における就職先の支援」である
退職予定自衛官においては「体力」への懸念も示している

「本業における就職先の支援」を深ぼりすると、「就職先の副業(兼業)の
禁止」「特別休暇等の未整備」「災害招集など突発的な対応が困難」
「キャリアへの悪影響」が上げられている

1

2

3

4

5

6

7

N/A

N/A N/A

N/A N/A

N/AN/A

N/A

N/A

N/A

N/A N/A

アンケート分析結果 顕在化した課題

制度の
不理解

自衛隊との
関係断絶
希望

手当が不十分
採用/継続
任用上限
年齢

志願/継続
しにくい
訓練制度

受入企業/
就職先における
支援が不十分
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退職自衛官には予備自衛官等への志願意向を有しながらも予備自衛官にならない/なれ
ない者が存在
予備自衛官等の志願促進に向けた課題

退職後は即応予備自衛官または予備自衛官
に志願しますか

回答
対象

退職予定自衛官向けアンケート回答者のうち、
定年退職予定自衛官 (1,283名)、任期満了退職自衛官 (827名)、中途退職自衛官全員 (531名)

退職予定自衛官

退職と同時に

志願する

決めていないが、

退職後の生活

が落ち着いたら

(例えば5年以内に)

志願すると思う

決めていないが、

どちらか

というと

志願しない

と思う

予備自衛官

等制度が

改善された

としても

志願しない

24%

8%

26%

42%

定年退職
自衛官

任期満了
退職
自衛官

中途退職
自衛官

29%

10%

25%
36%

43%

9%

28%
20%

定年退職/任期満了退職/中途退職

年間退職者数
（概数）(3年平均)

4,980名

2,830名

6,060名

13,870名合計

年間の志願意向
を有する者数

2,590名

1,104名

5,633名

1,939名

年間の志願以降を有する者の
理論値は5,633名であり、

即応予備自衛官及び予備自衛官
の年間入隊者数（3年平均）の

合計約4,550名と
約1,000名の差が存在

1

Note:算出値は理論値であり、和や差の数値が必ずしも一致しない場合があることに留意
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予備自衛官等への志願意向を有する者が有している主要な懸念は
「本業における就職先の支援」である
予備自衛官等の志願促進に向けた課題

結果 (最大5つまで 複数選択可)

回答
対象

退職予定自衛官のうち「退職と同時に志願する」「決めていないが、退職後の生活が落ち着いたら（例えば５年以内に）志願すると思う」と回答した方 (1,150名)

予備自衛官等に関し、現時点で懸念している点があれば、選択してください

現時点で、

特に懸念は

感じていない

本業の

勤め先と

の関係

により

訓練等

に参加

できない

不安がある

訓練

日数

が多

すぎる

訓練

日数

が少

なすぎる

訓練内容

に不満がある

訓練

候補日

の設定

が少ない

訓練

候補日

に対する

参加人数

の枠が

少ない

訓練

スケジュー

ルの確定

が遅い

ため、

予定の

調整が

困難

体力面に不

安がある

訓練が

遠方で

移動負担が

大きい

手当・報

酬が

少なく、

経済的

メリットが

小さい

家族の

理解や

支援を

得るの

が難しい

自身の

成長や

学びが

少ない

不安

自衛官との

スキル・

コンプラ

イアンス

意識の差

への不安

その他

49%

39%

4%
1% 2% 4%

0%
6%

10%
3%

11%

2% 2% 3% 2%

1

退職予定自衛官 全体
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予備自衛官等を志願する退職自衛官は退職事由問わず、「本業との兼ね合い」を最も
懸念している
予備自衛官等の志願促進に向けた課題

予備自衛官等に関し、現時点で懸念している点があれば、選択してください

回答
対象

予備自衛官等への志願に関し、「退職と同時に志願する」「決めていないが、退職後の生活が落ち着いたら（例えば５年以内に）志願すると思う」と回答した方
(661名/318名/171名)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

45%
39%

3% 0% 2% 5% 1%
9% 4% 5%

13%
4% 3% 4% 5%

定年退職
自衛官

任期満了
退職
自衛官

中途退職
自衛官

55%

32%

4% 2% 2% 3% 1% 7% 7% 5% 8%
2% 2% 3% 1%

48% 43%

5% 1% 2% 4% 0% 4%
14%

2%
11%

2% 1% 3% 2%

凡例

• 現時点で、特に懸念は感じていない
• 本業の勤め先との関係により訓練等

に参加できない不安がある
• 訓練日数が多すぎる
• 訓練日数が少なすぎる
• 訓練内容に不満がある
• 訓練候補日の設定が少ない
• 訓練候補日に対する参加人数の枠

が少ない
• 訓練スケジュールの確定が遅いため、

予定の調整が困難
• 体力面に不安がある
• 訓練が遠方で移動負担が大きい
• 手当・報酬が少なく、経済的メリットが

小さい
• 家族の理解や支援を得るのが難しい
• 自身の成長や学びが少ない不安
• 自衛官とのスキル・コンプライアンス意

識の差への不安
• その他

51 132 3 4 6 7 8 9 10 11 12 1514

5

1

13

2

3

4

6

7

8

9

10

11

12

15

14

1

(括弧内の数字は順に、定年退職自衛官・任期満了退職自衛官・中途退職自衛官の人数)

退職予定自衛官 定年退職/任期満了退職/中途退職
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退職自衛官には予備自衛官等制度を理解しないまま、志願の検討を十分に行わずに退職
している者も存在。退職自衛官区分中では、中途退職自衛官が最も高い傾向

予備自衛官等の志願促進に向けた課題回答
対象

ある。

制度の内容

も把握している

あるが

制度の内容は

覚えていない

ないが、

制度の内容

は把握している

ない。

制度の内容も

知らない

51%

16% 20% 12%

定年退職
自衛官

任期満了
退職
自衛官

中途退職
自衛官

67%

16% 11% 6%

70%

15% 11% 4%

予備自衛官等制度についての説明や研修を受けたことはありますか

受講していない:17%

制度を理解していない:22%

受講していない:22%

制度を理解していない:28%

受講していない:15%

制度を理解していない:19%

2

退職予定自衛官向けアンケート回答者のうち、
定年退職予定自衛官 (1,283名)、任期満了退職自衛官 (827名)、中途退職自衛官全員 (531名)

退職予定自衛官 定年退職/任期満了退職/中途退職
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定年退職自衛官以外の退職自衛官(任期満了自衛官及び中途退職自衛官)の即応予備
自衛官への志望における主要な課題は「本業における就職先の支援」「訓練日数の長さ」である
予備自衛官等の志願促進に向けた課題

即応予備自衛官を志願しない理由を選択してください (最大５つまで複数選択可)

採用時

年齢が

該当せず

志願できない

退職時の

階級が志願

できる階級に

ない

就職先

等との調整

が困難

責任感を持って

訓練など

取り組む気持ち

が沸かない

体力面に

不安がある

自身の

経験や

スキルが

活かせるか

わからないから

即時

予備自衛官

の役務内容

に対して

処遇が不十分

訓練日数

が多すぎる

訓練日数

が少なすぎる

訓練内容に

不満がある

その他

7% 4%

42%

9% 13%
5% 5%

34%

0% 3% 5%

定年退職
自衛官

任期満了
退職
自衛官

中途退職
自衛官

2% 1%

44%

8%
17%

6% 3%

32%

0% 4% 6%

55%

3%

25%

2%

18%
4% 1%

11%
0% 1% 3%

3

回答
対象

退職予定自衛官のうち予備自衛官等を志願するものの、即応予備自衛官を志願しない方 (599名/250名/145名)

(括弧内の数字は順に、定年退職自衛官・任期満了退職自衛官・中途退職自衛官の人数)

退職予定自衛官 定年退職/任期満了退職/中途退職
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志願意思のある定年退職自衛官は、現行の即応予備自衛官の採用上限年齢の制約に
より志願不可とされており、更なる深堀りが必要
予備自衛官等の志願促進に向けた課題

即応予備自衛官を志願しない理由を選択してください (最大５つまで複数選択可)

採用時

年齢が

該当せず

志願できない

退職時の

階級が志願

できる階級に

ない

就職先

等との調整

が困難

責任感を持って

訓練など

取り組む気持ち

が沸かない

体力面に

不安がある

自身の

経験や

スキルが

活かせるか

わからないから

即時

予備自衛官

の役務内容

に対して

処遇が不十分

訓練日数

が多すぎる

訓練日数

が少なすぎる

訓練内容に

不満がある

その他

7% 4%

42%

9% 13%
5% 5%

34%

0% 3% 5%

定年退職
自衛官

任期満了
退職
自衛官

中途退職
自衛官

2% 1%

44%

8%
17%

6% 3%

32%

0% 4% 6%

55%

3%

25%

2%

18%
4% 1%

11%
0% 1% 3%

4

回答
対象

退職予定自衛官のうち予備自衛官等を志願するものの、即応予備自衛官を志願しない方 (599名/250名/145名)

(括弧内の数字は順に、定年退職自衛官・任期満了退職自衛官・中途退職自衛官の人数)

退職予定自衛官 定年退職/任期満了退職/中途退職



23

退職自衛官の予備自衛官等への志望における主要な課題は「自衛隊との関係断絶」
「本業における就職先の支援」 「手当」である
予備自衛官等の志願促進に向けた課題

予備自衛官等を志願しない理由を選択してください (複数選択可)

そもそも即応

予備自衛官、

予備自衛官の

制度について

内容を知らない

退職後は

もう自衛隊と

関わりたくない

本業の勤め先

との関係により

訓練等に参加

できない

不安がある

体力面の不安 訓練が遠方で

移動負担が大きい

手当・報酬が

少なく、

経済的

メリットが小さい

家族の理解や支援

を得るのが難しい

装備・被服の数が

不十分

その他

6%

38% 35%

10% 8%
17%

7%
2%

14%

定年退職
自衛官

任期満了
退職
自衛官

中途退職
自衛官

5%

42%

30%

11% 10%
16%

6% 1%
8%

2%

28% 31%
40%

5%

17%

5% 3%

15%

5

回答
対象

退職予定自衛官のうち「決めていないが、どちらかというと志願しないと思う」「予備自衛官等制度が改善されたとしても志願しない」と回答した方 (619名/509名/363名)

(括弧内の数字は順に、定年退職自衛官・任期満了退職自衛官・中途退職自衛官の人数)

退職予定自衛官 定年退職/任期満了退職/中途退職
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「本業における就職先の支援」を深ぼりすると、「就職先の副業(兼業)の禁止」「特別休暇等の
未整備」「災害招集など突発的な対応が困難」「キャリアへの悪影響への懸念」が挙げられる
予備自衛官等の志願促進に向けた課題

「就職先等との調整が困難」を選択した方は、その理由に近いものを教えて下さい (複数選択可)

就業規則、

就業規則等

により副業

(兼業)

が許されていない

就業規則に招集訓練へ参加

するための休暇制度がなく、有

給での参加となってしまう

上司・同僚の理解がなく、

招集訓練への参加につい

て言い出すことができない

上司が

招集訓練への参加

を許さない

業務量が

多いことや責任が重い役

職に就いているため、不

在にできない

災害招集

など

突発的な

対応が困難

本業での

業績評価や

キャリアアップ

へ悪影響が

見込まれる

その他

28%
18%

4% 1%

19%

34%

21%

10%

定年退職
自衛官

任期満了
退職
自衛官

中途退職
自衛官

28% 28%

3% 4%
9%

24% 23%

8%

6%

29%

4% 1%
8%

33%

16%

31%

6

回答
対象

退職予定自衛官のうち予備自衛官等を志願せず、その理由として「就職先等との調整が困難」を選択した方 (149名/162名/97名)

(括弧内の数字は順に、定年退職自衛官・任期満了退職自衛官・中途退職自衛官の人数)

退職予定自衛官 定年退職/任期満了退職/中途退職
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予備自衛官補への志願の契機となるようなプッシュ型媒体による予備自衛官制度の周知が
十分に図れていない
予備自衛官等の志願促進に向けた課題

部隊等に

おける

説明

(元自衛

官のみ)

自衛隊の

公式

ウェブサイト

地方協力

本部の

広報官

自衛隊の

イベントや

展示会

学校や

大学での

キャリア

ガイダンス

知人・家族

からの情報

知り合いの

自衛隊員

または

予備自衛官

からの紹介

インター

ネット広告

ポスターや

チラシ

(学校や

大学にて)

ポスターや

チラシ

(市役所

や公共職業

安定所などの

公的機関に

て)

SNS テレビ ラジオ 新聞広告 その他

11%

24% 24%

11%

2%

17%

11%

6%

2%
4%

13%

6%

1% 1%

7%

予備自衛官等制度をどこで知りましたか (複数選択可)

回答
対象

予備自衛官等向けアンケート回答者のうち、予備自衛官補全員 (647名)

予備自衛官等 予備自衛官補

7
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最終事業報告書の内容

1. サマリ

2. 本調査の背景と目的

3. 調査概要

4. 調査結果

• 志願促進に向けた課題

• 退職抑止に向けた課題

• 関係閣僚会議決定に対する評価

• 既存施策の志願、任用継続に対する効果

5. 予備自衛官等拡充に向け効果的と考えられる施策等の提案

6. 今後の進め方
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顕在化した予備自衛官等の退職抑止における課題
予備自衛官等の退職抑止に向けた課題

アンケート分析結果 顕在化した課題

制度の
不理解

予備自衛官補
(約2.6千人/

定員約4.6千人)

予備自衛官
(約3.3万人/

定員約4.8万人)

即応予備
自衛官
(約4千人/

定員約8千人)

現役予備自衛官補が挙げる主要な課題として現役即応予備自衛官・
予備自衛官の同様の傾向が存在

自衛隊との
関係断絶
希望

手当が不十分
採用/継続
任用上限
年齢

志願/継続
しにくい
訓練制度

受入企業/
就職先における
支援が不十分

現役即応予備自衛官の継続における主要な課題は 「手当」1

「本業における就職先の支援」 「訓練候補日の選択肢」 である
• 継続する意思がない現役即応予備自衛官に限定すると、特に「本業
における就職先の支援」の選択率が顕著に高まる

1

「本業における就職先の支援」 を深ぼりすると、「特別休暇等の未整備」
「職場の業務量や責任が重く、不在にできない」「突発的招集への対応が
困難」が特に課題とされている

2

現行の任用上限年齢は継続する意思がある現役即応予備自衛官の
大半の任用継続意向年齢よりも低く設定されている

3

現役予備自衛官の継続における主要な課題は即応予備自衛官と同様、
「手当」1「本業における就職先の支援」 「訓練候補日の選択肢」 である
• 継続する意思がない現役予備自衛官に限定すると、特に「本業に
おける就職先の支援」の選択率が顕著に高まる

4

「本業における就職先の支援」 を深ぼりすると、即応予備自衛官と比して
「特別休暇等の未整備」を課題に上げる割合が高まる

5

現行の継続任用上限年齢は、継続する意思がある現役予備自衛官の
大半から妥当と評されつつ、実際に上限年齢が上がった場合には大半が
任期延長すると回答

6

7

N/A N/A

N/A N/A

N/A N/A

N/A N/A

N/A N/A

N/A N/A

N/A N/A

1. 「手当」 も課題として挙げる声は多いが、「自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立に関する基本方針」 (令和6年度12月) を受け令和7年度に改善予定の
ため検討対象から除外
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現役即応予備自衛官の継続における主要な課題は 「手当」「本業における就職先の
支援」 「訓練候補日の選択肢」 である
予備自衛官等の退職抑止に向けた課題

本業の

勤め先との

関係により

訓練等に

参加できな

い/しずらい

訓練日数が

多すぎる

訓練日数が

少なすぎる

訓練内容に

不満がある

訓練

候補日の

設定が

少ない

訓練

候補日

に対する

参加人数の

枠が少ない

ため訓練に

参加できない

訓練スケ

ジュールの

確定が遅い

ため、

予定の

調整が困難

体力面の

不安

訓練が遠方

で移動負担

が大きい

手当・報酬

が少なく、

経済的

メリットが小

さい

装備・

被服に問

題がある

家族の

理解や

支援を

得るのが

難しい

自衛隊の

組織や

規律に

馴染めない

自身の

成長や

学びが

少なく、

モチベーショ

ンが

低下している

その他特に課題

は感じて

いない

32%

13% 14%
10%

46%

2%

17%

25%

9%

41%

17%

3% 1%
4%

8%

15%

予備自衛官等の活動を続ける上で感じている課題があれば選択してください (最大5つまで 複数選択可)

回答
対象

予備自衛官等向けアンケート回答者のうち、即応予備自衛官全員 (2,295名)

1

即応予備自衛官
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活動を継続する意思がない現役即応予備自衛官に限定すると、特に「本業における
就職先の支援」の選択率が顕著に高まる
予備自衛官等の退職抑止に向けた課題

本業の

勤め先との

関係により

訓練等に

参加できな

い/しずらい

訓練日数が

多すぎる

訓練日数が

少なすぎる

訓練内容に

不満がある

訓練

候補日の

設定が

少ない

訓練

候補日

に対する

参加人数の枠

が少ない

ため訓練に

参加できない

訓練スケジュール

の

確定が遅いため、

予定の

調整が困難

体力面の不安 訓練が遠方で移

動負担が大きい

手当・報酬が

少なく、

経済的

メリットが小さい

装備・

被服に問

題がある

家族の

理解や

支援を

得るのが難しい

自衛隊の

組織や

規律に

馴染めない

自身の

成長や

学びが

少なく、

モチベーションが

低下している

その他特に課題

は感じていない

46%

23%

5%
11%

39%

1%

15%

33%

14%

43%

12%

5% 2%
6% 9%12%

16%

27%

10%
17%

10%

48%

2%

18%
22%

7%

41%

19%

2% 1% 4%
8%

回答
対象

予備自衛官等向けアンケート回答者の即応予備自衛官のうち、定年まで活動を継続する意思がある方 (1,716名)、意思がない方 (579名)

即応予備自衛官 定年までの継続意思あり/継続意思なし

予備自衛官等の活動を続ける上で感じている課題があれば選択してください (最大5つまで 複数選択可)

定年まで
継続する
意思あり

定年まで
継続する
意思なし

1
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「本業における就職先の支援」 を深ぼりすると、「特別休暇等の未整備」「職場の業務量や
責任が重く、不在にできない」「突発的な招集への対応が困難」が特に課題とされている
予備自衛官等の退職抑止に向けた課題

就業規則、

就業規則等により副業

(兼業)が許されていない

訓練へ参加するため

の休暇制度がなく、有

給消化となってしまう

上司・同僚の理

解がなく、

訓練参加に

ついて言い出す

ことができない

上司が招集訓練

への参加を

許さない

職場の業務量や責

任が重く、不在にで

きない

突発的な招集へ

の対応が困難

本業での

評価やキャリアへ

悪影響がある

その他

10%

44%

15%

4%

43%

29%

17%
12%

12%

44%

15%

5%

41%

28%

12%
15%

回答
対象

即応予備自衛官のうち、活動に際し感じている課題として「勤め先との関係により訓練等に参加できない/しづらい」を選択したと回答した方 (500名/281名)

即応予備自衛官 定年までの継続意思あり/継続意思なし

(括弧内の数字は順に、定年まで活動を継続する意思がある方/ない方の人数)

「勤め先との関係により訓練等に参加できない/しづらい」を選択した方は、その理由を教えて下さい (複数選択可)

定年まで
継続する
意思あり

定年まで
継続する
意思なし

2
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現行の継続任用上限年齢は継続する意思がある現役即応予備自衛官の大半の任用継
続意向年齢よりも低く設定されている
予備自衛官等の退職抑止に向けた課題

はい いいえ

40%

60%

56歳 57歳 58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳 66歳

以上

31%

5% 6%
1%

42%

0% 1% 0% 0%
6% 7%

86%

14%
26%

6% 7%
1%

43%

0% 0% 0% 0%
8% 8%

回答
対象

• (左から)1番目：予備自衛官等向けアンケート回答者の即応予備自衛官のうち、定年まで活動を継続する意思がある方 (1,667名1)、意思がない方 (559名1) 

• 2番目：前問で「はい」と回答した方 (1,439名/222名)

即応予備自衛官の「継続任用」の上限年齢は常備自衛官の定年の年齢までと
なっていますが、 上限年齢が上がった場合、任期延長をしたいと思いますか

即応予備自衛官の「継続任用」上限年齢はいくつに
設定すべきと思いますか
（あなたの階級に合わせた年齢を選択してください）

定年まで
継続する
意思あり

定年まで
継続する
意思なし

即応予備自衛官 定年までの継続意思あり/継続意思なし

(括弧内の数字は順に、定年まで活動を継続する意思がある方/ない方の人数)

1. 「アンケート回答者の属性」セクションでは即応予備自衛官と回答したものの、本設問前に分岐として設定した予備自衛官か否かを問う設問にて
「予備自衛官」または「予備自衛官補」と回答した49名/20名を除した1,667名/559名を回答対象総数としてカウント

3
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現役予備自衛官の継続における主要な課題は即応予備自衛官と同様、「手当」
「本業における就職先の支援」 「訓練候補日の選択肢」 である
予備自衛官等の退職抑止に向けた課題

本業の

勤め先との

関係により

訓練等に

参加できな

い/しずらい

訓練日数が

多すぎる

訓練日数が

少なすぎる

訓練内容に

不満がある

訓練

候補日の

設定が

少ない

訓練

候補日

に対する

参加人数の

枠が少ない

ため訓練に

参加できない

訓練スケ

ジュールの

確定が遅い

ため、

予定の

調整が困難

体力面の

不安

訓練が遠方

で移動負担

が大きい

手当・報酬

が少なく、

経済的

メリットが小

さい

装備・

被服に問

題がある

家族の

理解や

支援を

得るのが

難しい

自衛隊の

組織や

規律に

馴染めない

自身の

成長や

学びが

少なく、

モチベーショ

ンが

低下している

その他特に課題

は感じて

いない

22%

3%

12% 13%

25%

6%
10%

16%

4%

33%

12%

2% 1%

6%
8%

29%

予備自衛官等の活動を続ける上で感じている課題があれば選択してください (最大5つまで 複数選択可)

回答
対象

予備自衛官等向けアンケート回答者のうち、予備自衛官全員 (7,817名)

予備自衛官

4
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継続する意思がない現役予備自衛官に限定すると、特に「本業における就職先の支援」の
選択率が顕著に高まる
予備自衛官等の退職抑止に向けた課題

本業の

勤め先との

関係により

訓練等に

参加できな

い/しずらい

訓練日数が

多すぎる

訓練日数が

少なすぎる

訓練内容に

不満がある

訓練

候補日の

設定が

少ない

訓練

候補日

に対する

参加人数の枠

が少ない

ため訓練に

参加できない

訓練スケジュール

の

確定が遅いため、

予定の

調整が困難

体力面の不安 訓練が遠方で移

動負担が大きい

手当・報酬が

少なく、

経済的

メリットが小さい

装備・

被服に問

題がある

家族の

理解や

支援を

得るのが難しい

自衛隊の

組織や

規律に

馴染めない

自身の

成長や

学びが

少なく、

モチベーションが

低下している

その他特に課題

は感じていない

37%

6% 4%

11%

22%

5%
8%

23%

6%

29%

7%
4% 2%

11% 9%

18%

32%

18%

3%

13% 14%

25%

7%
10%

14%

3%

34%

13%

2% 0%
5%

7%

予備自衛官等の活動を続ける上で感じている課題があれば選択してください (最大5つまで 複数選択可)

回答
対象

予備自衛官等向けアンケート回答者の予備自衛官のうち、定年まで活動を継続する意思がある方 (6,377名)、意思がない方 (1,440名)

予備自衛官 定年までの継続意思あり/継続意思なし

定年まで
継続する
意思あり

定年まで
継続する
意思なし

4



34

「本業における就職先の支援」 を深ぼりすると、即応予備自衛官と比して「特別休暇等の
未整備」を課題に挙げる割合が高まる
予備自衛官等の退職抑止に向けた課題

就業規則、

就業規則等により副業

(兼業)が許されていない

訓練へ参加するため

の休暇制度がなく、有

給消化となってしまう

上司・同僚の理

解がなく、

訓練参加に

ついて言い出す

ことができない

上司が招集訓練

への参加を

許さない

職場の業務量や責

任が重く、不在にで

きない

突発的な招集へ

の対応が困難

本業での

評価やキャリアへ

悪影響がある

その他

9%

56%

10%
2%

42%

31%

7%
13%

11%

62%

12%
3%

34% 30%

6%
13%

「勤め先との関係により訓練等に参加できない/しづらい」を選択した方は、その理由を教えて下さい (複数選択可)

回答
対象

予備自衛官のうち、活動に際し感じている課題として「勤め先との関係により訓練等に参加できない/しづらい」を選択したと回答した方 (1,407名/584名)

予備自衛官 定年までの継続意思あり/継続意思なし

定年まで
継続する
意思あり

定年まで
継続する
意思なし

(括弧内の数字は順に、定年まで活動を継続する意思がある方/ない方の人数)

5
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現行の任用上限年齢は、定年まで活動を継続する意思がある現役予備自衛官の大半
から妥当と評されつつ、実際に上限年齢が上がった場合には大半が任期延長すると回答
予備自衛官等の退職抑止に向けた課題

上限を上げるべき 妥当

11%

89%

63歳 64歳 65歳 66歳 67歳 68歳 69歳 70歳

以上

4% 3%

58%

3% 4% 5% 7%
18%

35%

65%

2% 1%

59%

3% 5% 4% 7%
18%

はい いいえ

16%

84%

71%

29%

回答
対象

• (左から)1番目：予備自衛官等向けアンケート回答者の予備自衛官のうち、定年まで活動を継続する意思がある方 (6,362名1)、意思がない方 (1,434名1)

• 2番目：1問目で「上限を上げるべき」と回答した方 (2,221名/160名)

• 3番目：1問目で「妥当」と回答した方(4,141名/1,274名)

予備自衛官の「継続任用」
上限年齢は妥当だと思いますか

現在の「継続任用」上限年齢が上がった場合、
任期延長をしたいと思いますか

予備自衛官の「継続任用」上限年齢は
いくつに設定すべきと思いますか

定年まで
継続する
意思あり

定年まで
継続する
意思なし

予備自衛官 定年までの継続意思あり/継続意思なし

1. 「アンケート回答者の属性」セクションでは予備自衛官と回答したものの、本設問前に分岐として設定した予備自衛官か否かを問う設問にて
「即応予備自衛官」または「予備自衛官補」と回答した15名/6名を除した6,362名/1,434名を回答対象総数としてカウント

(括弧内の数字は順に、定年まで活動を継続する意思がある方/ない方の人数)

6
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現役予備自衛官補が継続に関して挙げる主要な課題として現役即応予備自衛官・予備
自衛官と同様の傾向
予備自衛官等の退職抑止に向けた課題

本業の

勤め先との

関係により

訓練等に

参加できな

い/しずらい

訓練日数が

多すぎる

訓練日数が

少なすぎる

訓練内容に

不満がある

訓練

候補日の

設定が

少ない

訓練

候補日

に対する

参加人数の

枠が少ない

ため訓練に

参加できない

訓練スケ

ジュールの

確定が遅い

ため、

予定の

調整が困難

体力面の不安 訓練が遠方

で移動負担

が大きい

手当・報酬が

少なく、

経済的

メリットが小さい

装備・

被服に問

題がある

家族の

理解や

支援を

得るのが難しい

自衛隊の

組織や

規律に

馴染めない

自身の

成長や

学びが

少なく、

モチベーションが

低下している

その他特に課題

は感じていない

34%

12% 13%
7%

44%

14%
22%

15% 13%
21%

11%
3% 2% 2%

11%
18%

予備自衛官等の活動を続ける上で感じている課題があれば選択してください (最大5つまで 複数選択可)

回答
対象

予備自衛官等向けアンケート回答者のうち、即応予備自衛官 (2,295名)、予備自衛官 (7,817名)、予備自衛官補 (647名)

予備自衛官等

即応
予備
自衛官

予備
自衛官

予備
自衛官補

29%
22%

3%
12% 13%

25%

6% 10%
16%

4%

33%

12%
2% 1% 6% 8%

15%

32%

13% 14% 10%

46%

2%

17%
25%

9%

41%

17%

3% 1% 4% 8%

即応予備自衛官/予備自衛官/予備自衛官補

7
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現役予備自衛官補が継続に関して挙げる主要な課題として現役即応予備自衛官・予備
自衛官と同様の傾向
予備自衛官等の退職抑止に向けた課題

就業規則、

就業規則等により副業

(兼業)が許されていない

訓練へ参加するため

の休暇制度がなく、有

給消化となってしまう

上司・同僚の理

解がなく、

訓練参加に

ついて言い出す

ことができない

上司が招集訓練

への参加を

許さない

職場の業務量や責

任が重く、不在にで

きない

突発的な招集へ

の対応が困難

本業での

評価やキャリアへ

悪影響がある

その他

10%

49%

8%
1%

36%
22%

11%
19%

「勤め先との関係により訓練等に参加できない/しづらい」 を選択した方は、その理由を教えて下さい (複数選択可)

回答
対象 活動に際し感じている課題として 「勤め先との関係により訓練等に参加できない/しづらい」 を選択したと回答した方 (732名/1,696名/名)

予備自衛官等

即応
予備
自衛官

予備
自衛官

予備
自衛官補

10%

60%

11%
2%

36% 30%

6%
13%

11%

44%

15%
5%

42%
28%

14% 14%

即応予備自衛官/予備自衛官/予備自衛官補

(括弧内の数字は順に、即応予備自衛官・予備自衛官・予備自衛官補の人数)

7
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最終事業報告書の内容

1. サマリ

2. 本調査の背景と目的

3. 調査概要

4. 調査結果

• 志願促進に向けた課題

• 退職抑止に向けた課題

• 関係閣僚会議決定に対する評価

• 既存施策の志願、任用継続に対する効果

5. 予備自衛官等拡充に向け効果的と考えられる施策等の提案

6. 今後の進め方
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関係閣僚会議の成果の全てにおいて、退職予定自衛官9割近くが評価

89% 88% 89% 89% 90% 90% 88% 90%

11% 12% 11% 11% 10% 10% 12% 10%

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

結果 (単一回答)

回答
対象

退職予定自衛官向けアンケート回答者全員 (2,641名)

• 国家公務員又は地方公務員が予備自衛官等
の職を兼ねる場合においても、訓練に
参加しやすくするための措置を実施

8

• 予備自衛官等が使用する被服の計画的な
更新や装具等の更新を促進

5

• 予備自衛官等本人が事業主である場合の
支援を開始

6

• 予備自衛官等に関する理解と協力を一層獲得
するために必要な施策として、ＳＮＳ等を活用
した広報活動を開始

7

• 予備自衛官手当
(年額：48,000円→147,600円)

及び即応予備自衛官手当
(年額：192,000円→222,000円)

の引き上げ

1 • 任期制自衛官を任期満了退職した者に対する
進学支援給付金について、支給額を引き上げ
(予備自衛官について年額：48,000円
→356,000円、
即応予備自衛官について年額：291,000円
→535,800円)

及び支給対象の拡大
(大学に加えて、大学院、短大(専攻科)、高専
(専攻科)、専門学校(4年制)を追加)

4

• 予備自衛官の勤続報奨金の新設
(70,000円／3年)と、
即応予備自衛官の勤続報奨金の引き上げ
(120,000円→215,000円／３年)

3

• 予備自衛官の訓練招集手当
(日額：8,100円→11,000円)及び
即応予備自衛官の訓練招集手当
(階級に応じて日額：10,400～14,200円
→17,100～26,300円)の引き上げ

2

評価していない

評価している

1 2 3 4 5 6 7 8

これらの施策について評価していますか

Note: ①∼⑧全てに「評価していない」と回答したの173名(回答対象者の6.6%)

退職予定自衛官 全員

令和6年12月に取りまとめられた「自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立に関する
基本方針」における予備自衛官等の処遇改善策
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関係閣僚会議の成果の全てにおいて、予備自衛官等を志願する*退職予定自衛官の
9割超が評価

95% 95% 95% 95% 95% 95% 93% 95%

5%

①

5%

②

5%

③

5%

④

5%

⑤

5%

⑥

7%

⑦

5%

⑧

結果 (単一回答)

回答
対象 退職予定自衛官向けアンケート回答者のうち、予備自衛官等を志願する退職予定自衛官1 (1,150名)

評価していない

評価している

1 2 3 4 5 6 7 8

これらの施策について評価していますか

1. 「退職後は即応予備自衛官または予備自衛官に志願しますか」という設問に対し、 「退職と同時に志願する」または「決めていないが、退職後の生活が落ち着いたら（例えば５年以内に）志願すると思う退職と同
時に志願する」と回答した退職予定自衛官

Note: ①∼⑧全てに「評価していない」と回答したの28名(回答対象者の2.4%)

退職予定自衛官 予備自衛官を志願する者

• 国家公務員又は地方公務員が予備自衛官等
の職を兼ねる場合においても、訓練に
参加しやすくするための措置を実施

8

• 予備自衛官等が使用する被服の計画的な
更新や装具等の更新を促進

5

• 予備自衛官等本人が事業主である場合の
支援を開始

6

• 予備自衛官等に関する理解と協力を一層獲得
するために必要な施策として、ＳＮＳ等を活用
した広報活動を開始

7

• 予備自衛官手当
(年額：48,000円→147,600円)

及び即応予備自衛官手当
(年額：192,000円→222,000円)

の引き上げ

1 • 任期制自衛官を任期満了退職した者に対する
進学支援給付金について、支給額を引き上げ
(予備自衛官について年額：48,000円
→356,000円、
即応予備自衛官について年額：291,000円
→535,800円)

及び支給対象の拡大
(大学に加えて、大学院、短大(専攻科)、高専
(専攻科)、専門学校(4年制)を追加)

4

• 予備自衛官の勤続報奨金の新設
(70,000円／3年)と、
即応予備自衛官の勤続報奨金の引き上げ
(120,000円→215,000円／３年)

3

• 予備自衛官の訓練招集手当
(日額：8,100円→11,000円)及び
即応予備自衛官の訓練招集手当
(階級に応じて日額：10,400～14,200円
→17,100～26,300円)の引き上げ

2

令和6年12月に取りまとめられた「自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立に関する
基本方針」における予備自衛官等の処遇改善策
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関係閣僚会議の成果の全てにおいて、予備自衛官等を志願しない*退職予定自衛官は
志願する自衛官よりも評価が低く、8割強程度に留まる

83% 82% 83% 84% 85% 85% 83% 85%

17% 18% 17% 16% 15% 15% 17% 15%

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

結果 (単一回答)

回答
対象

退職予定自衛官向けアンケート回答者のうち、予備自衛官等を志願していない退職予定自衛官1 (1,491名)

評価していない

評価している

1 2 3 4 5 6 7 8

これらの施策について評価していますか

1. 「退職後は即応予備自衛官または予備自衛官に志願しますか」という設問に対し、 「決めていないが、どちらかというと志願しないと思う」または「予備自衛官等制度が改善されたとしても志願しない」と回答した退職
予定自衛官

Note: ①∼⑧全てに「評価していない」と回答したの145名(回答対象者の9.7%)

退職予定自衛官 予備自衛官を志願しない者

• 国家公務員又は地方公務員が予備自衛官等
の職を兼ねる場合においても、訓練に
参加しやすくするための措置を実施

8

• 予備自衛官等が使用する被服の計画的な
更新や装具等の更新を促進

5

• 予備自衛官等本人が事業主である場合の
支援を開始

6

• 予備自衛官等に関する理解と協力を一層獲得
するために必要な施策として、ＳＮＳ等を活用
した広報活動を開始

7

• 予備自衛官手当
(年額：48,000円→147,600円)

及び即応予備自衛官手当
(年額：192,000円→222,000円)

の引き上げ

1 • 任期制自衛官を任期満了退職した者に対する
進学支援給付金について、支給額を引き上げ
(予備自衛官について年額：48,000円
→356,000円、
即応予備自衛官について年額：291,000円
→535,800円)

及び支給対象の拡大
(大学に加えて、大学院、短大(専攻科)、高専
(専攻科)、専門学校(4年制)を追加)

4

• 予備自衛官の勤続報奨金の新設
(70,000円／3年)と、
即応予備自衛官の勤続報奨金の引き上げ
(120,000円→215,000円／３年)

3

• 予備自衛官の訓練招集手当
(日額：8,100円→11,000円)及び
即応予備自衛官の訓練招集手当
(階級に応じて日額：10,400～14,200円
→17,100～26,300円)の引き上げ

2

令和6年12月に取りまとめられた「自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立に関する
基本方針」における予備自衛官等の処遇改善策
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関係閣僚会議の成果の全てにおいて、予備自衛官等の9割超が評価

96% 96% 96% 94% 97% 95% 94% 96%

4%

①

4%

②

4%

③

6%

④

3%

⑤

5%

⑥

6%

⑦

4%

⑧

結果 (単一回答)

回答
対象

予備自衛官等向けアンケート回答者全員 (10,759名)

評価していない

評価している

1 2 3 4 5 6 7 8

これらの施策について評価していますか

Note: ①∼⑧全てに「評価していない」と回答したの65名(回答対象者の0.6%)

予備自衛官等 全員

• 国家公務員又は地方公務員が予備自衛官等
の職を兼ねる場合においても、訓練に
参加しやすくするための措置を実施

8

• 予備自衛官等が使用する被服の計画的な
更新や装具等の更新を促進

5

• 予備自衛官等本人が事業主である場合の
支援を開始

6

• 予備自衛官等に関する理解と協力を一層獲得
するために必要な施策として、ＳＮＳ等を活用
した広報活動を開始

7

• 予備自衛官手当
(年額：48,000円→147,600円)

及び即応予備自衛官手当
(年額：192,000円→222,000円)

の引き上げ

1 • 任期制自衛官を任期満了退職した者に対する
進学支援給付金について、支給額を引き上げ
(予備自衛官について年額：48,000円
→356,000円、
即応予備自衛官について年額：291,000円
→535,800円)

及び支給対象の拡大
(大学に加えて、大学院、短大(専攻科)、高専
(専攻科)、専門学校(4年制)を追加)

4

• 予備自衛官の勤続報奨金の新設
(70,000円／3年)と、
即応予備自衛官の勤続報奨金の引き上げ
(120,000円→215,000円／３年)

3

• 予備自衛官の訓練招集手当
(日額：8,100円→11,000円)及び
即応予備自衛官の訓練招集手当
(階級に応じて日額：10,400～14,200円
→17,100～26,300円)の引き上げ

2

令和6年12月に取りまとめられた「自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立に関する
基本方針」における予備自衛官等の処遇改善策
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予備自衛官等手当(月額)及び訓練招集手当(日額)の改善が特に予備自衛官等への
志願への意向にプラス

結果 (複数回答可)

回答
対象

退職予定自衛官向けアンケート回答者全員 (2,641名)

これらの施策について、いずれの施策があなたの予備自衛官等への志願や任用継続への意向にプラスの影響を与えますか

53%

①

14%

②

16%

③

9%

④

10%

⑤

13%

⑥

23%

いずれ

でもない
1 2 3 4 5 6

退職予定自衛官 全員

：30%以上を色付け

• 国家公務員又は地方公務員が予備自衛官等
の職を兼ねる場合においても、訓練に
参加しやすくするための措置を実施

6

• 予備自衛官等が使用する被服の計画的な
更新や装具等の更新を促進

3

• 予備自衛官等本人が事業主である場合の
支援を開始

4

• 予備自衛官等に関する理解と協力を一層獲得
するために必要な施策として、ＳＮＳ等を活用
した広報活動を開始

5

• 予備自衛官手当及び予備自衛官訓練招集
手当並びに即応予備自衛官手当及び即応予
備自衛官訓練招集手当の引き上げ

1

• 任期制自衛官を任期満了退職した者に対する
進学支援給付金について、支給額を引き上げ
(予備自衛官について年額：48,000円
→356,000円、
即応予備自衛官について年額：291,000円
→535,800円)

及び支給対象の拡大
(大学に加えて、大学院、短大(専攻科)、高専
(専攻科)、専門学校(4年制)を追加)

2

令和6年12月に取りまとめられた「自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立に関する
基本方針」における予備自衛官等の処遇改善策
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予備自衛官等手当(月額)及び訓練招集手当(日額)の改善が特に予備自衛官等を志願
する*退職予定自衛官から評価されている

結果 (複数回答可)

回答
対象

退職予定自衛官向けアンケート回答者のうち、予備自衛官等を志願する退職予定自衛官1 (1,150名)

これらの施策について、いずれの施策があなたの予備自衛官等への志願や任用継続への意向にプラスの影響を与えますか

1. 「退職後は即応予備自衛官または予備自衛官に志願しますか」という設問に対し、
「退職と同時に志願する」または「決めていないが、退職後の生活が落ち着いたら（例えば５年以内に）志願すると思う退職と同時に志願する」と回答した退職予定自衛官

71%

①

13%

②

24%

③

10%

④

11%

⑤

13%

⑥

6%

いずれ

でもない

退職予定自衛官 予備自衛官を志願する者

：30%以上を色付け

1 2 3 4 5 6

• 国家公務員又は地方公務員が予備自衛官等
の職を兼ねる場合においても、訓練に
参加しやすくするための措置を実施

6

• 予備自衛官等が使用する被服の計画的な
更新や装具等の更新を促進

3

• 予備自衛官等本人が事業主である場合の
支援を開始

4

• 予備自衛官等に関する理解と協力を一層獲得
するために必要な施策として、ＳＮＳ等を活用
した広報活動を開始

5

• 予備自衛官手当及び予備自衛官訓練招集
手当並びに即応予備自衛官手当及び即応予
備自衛官訓練招集手当の引き上げ

1

• 任期制自衛官を任期満了退職した者に対する
進学支援給付金について、支給額を引き上げ
(予備自衛官について年額：48,000円
→356,000円、
即応予備自衛官について年額：291,000円
→535,800円)

及び支給対象の拡大
(大学に加えて、大学院、短大(専攻科)、高専
(専攻科)、専門学校(4年制)を追加)

2

令和6年12月に取りまとめられた「自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立に関する
基本方針」における予備自衛官等の処遇改善策
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予備自衛官等を志願しない*退職予定自衛官は志願する自衛官と比して全体的に施策を
評価しない傾向

結果 (複数回答可)

回答
対象

退職予定自衛官向けアンケート回答者のうち、予備自衛官等を志願していない退職予定自衛官1 (1,491名)

これらの施策について、いずれの施策があなたの予備自衛官等への志願や任用継続への意向にプラスの影響を与えますか

1. 「退職後は即応予備自衛官または予備自衛官に志願しますか」という設問に対し、
「決めていないが、どちらかというと志願しないと思う」または「予備自衛官等制度が改善されたとしても志願しない」と回答した退職予定自衛官

39%

①

15%

②

10%

③

8%

④

9%

⑤

13%

⑥

35%

いずれ

でもない

退職予定自衛官 予備自衛官を志願しない者

：30%以上を色付け(「いずれでもない」を除く)

1 2 3 4 5 6

• 国家公務員又は地方公務員が予備自衛官等
の職を兼ねる場合においても、訓練に
参加しやすくするための措置を実施

6

• 予備自衛官等が使用する被服の計画的な
更新や装具等の更新を促進

3

• 予備自衛官等本人が事業主である場合の
支援を開始

4

• 予備自衛官等に関する理解と協力を一層獲得
するために必要な施策として、ＳＮＳ等を活用
した広報活動を開始

5

• 予備自衛官手当及び予備自衛官訓練招集
手当並びに即応予備自衛官手当及び即応予
備自衛官訓練招集手当の引き上げ

1

• 任期制自衛官を任期満了退職した者に対する
進学支援給付金について、支給額を引き上げ
(予備自衛官について年額：48,000円
→356,000円、
即応予備自衛官について年額：291,000円
→535,800円)

及び支給対象の拡大
(大学に加えて、大学院、短大(専攻科)、高専
(専攻科)、専門学校(4年制)を追加)

2

令和6年12月に取りまとめられた「自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立に関する
基本方針」における予備自衛官等の処遇改善策
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予備自衛官等手当(月額)及び訓練招集手当(日額)の改善に加え、被服・装備の更新が
特に予備自衛官等への志願や任用継続への意向にプラス

結果 (複数回答可)

回答
対象

予備自衛官等向けアンケート回答者全員 (10,759名)

これらの施策について、いずれの施策があなたの予備自衛官等への志願や任用継続への意向にプラスの影響を与えますか

83%

①

18%

②

49%

③

25%

④

26%

⑤

23%

⑥

4%

いずれ

でもない

：30%以上を色付け

予備自衛官等 全員

1 2 3 4 5 6

• 国家公務員又は地方公務員が予備自衛官等
の職を兼ねる場合においても、訓練に
参加しやすくするための措置を実施

6

• 予備自衛官等が使用する被服の計画的な
更新や装具等の更新を促進

3

• 予備自衛官等本人が事業主である場合の
支援を開始

4

• 予備自衛官等に関する理解と協力を一層獲得
するために必要な施策として、ＳＮＳ等を活用
した広報活動を開始

5

• 予備自衛官手当及び予備自衛官訓練招集
手当並びに即応予備自衛官手当及び即応予
備自衛官訓練招集手当の引き上げ

1

• 任期制自衛官を任期満了退職した者に対する
進学支援給付金について、支給額を引き上げ
(予備自衛官について年額：48,000円
→356,000円、
即応予備自衛官について年額：291,000円
→535,800円)

及び支給対象の拡大
(大学に加えて、大学院、短大(専攻科)、高専
(専攻科)、専門学校(4年制)を追加)

2

令和6年12月に取りまとめられた「自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立に関する
基本方針」における予備自衛官等の処遇改善策
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特定ターゲット向けの施策に関し、対象ターゲットからの評価は高い

結果 (複数回答可・施策⑥*のみ抜粋)

回答
対象

• (左側) 予備自衛官等向けアンケート回答者のうち、自身が事業主である予備自衛官等 (1,147名) ・・・・
• (右側) 予備自衛官等向けアンケート回答者のうち、本業が公務員である予備自衛官等 (636名)・・・・・・

これらの施策について、いずれの施策があなたの予備自衛官等への志願や任用継続への意向にプラスの影響を与えますか

76%

25%

24%

75%

事業主である

予備自衛官等

全体

1. 成果⑥：予備自衛官等本人が事業主である場合の支援を開始
2. 成果⑧：国家公務員又は地方公務員が予備自衛官等の職を兼ねる場合においても、訓練に参加しやすくするための措置を実施

結果 (複数回答可・施策⑧**のみ抜粋)

65%

23%

35%

77%

公務員である

予備自衛官等

全体

a
b

a b
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施策の恩恵を直接受けている予備自衛官等と予備自衛官等を志願している退職予定
自衛官は、これらの施策が周囲の方々に与えるプラスの影響を高く評価
回答
対象

• (右側) 退職予定自衛官向けアンケート回答者全員 (2641名), うち予備自衛官等を志願している(1,150), 予備自衛官等を志願していない(1,491)

• (左側) 予備自衛官等向けアンケート回答者全員 (10,759名)

これらの施策によって、予備自衛官等でないあなたの周囲の方々（友人・同僚・親族等）について、予備自衛官等への志願の意向に
プラスの影響を与えると思いますか。

86%
70%

86%

57%

14%
30%

14%

43%

予備自衛官等 退職予定自衛官 予備自衛官等を

志願している

退職予定自衛官

予備自衛官等を

志願していない

退職予定自衛官

思わない

思う

アンケート結果 (単一回答)

退職予定自衛官の内訳
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最終事業報告書の内容

1. サマリ

2. 本調査の背景と目的

3. 調査概要

4. 調査結果

• 志願促進に向けた課題

• 退職抑止に向けた課題

• 関係閣僚会議決定に対する評価

• 既存施策の志願、任用継続に対する効果

5. 予備自衛官等拡充に向け効果的と考えられる施策等の提案

6. 今後の進め方
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比較的開始時期が遅い施策①②⑤⑥を中心に認知度は低いものの、
認知している予備自衛官等の満足度は総じて高い
既存施策の志願・任用継続に対する効果 (予備自衛官等)

既存施策内容 有用性3満足度2認知度1

2 R6.8～予備自衛官等の継続任用時
の任用期間の見直し

3 H31.4～一般公募予備自衛官から
即応予備自衛官への任用

4 R2.4～予備自衛官等応招確認

システムの導入

5 R6.10～招集に応じた予備自衛官の
訓練招集期間を減じる措置

6 R2.4～eラーニングによる教育の導入

1 R6.5～予備自衛官補の教育訓練の
修了期限延長の拡大

施策
No.

予備
自補予備自即応

予備
自補予備自即応

予備
自補予備自即応開始時期施策概要

1. 予備自衛官等向けアンケートにおいて全回答者を対象として実施した「これらの制度・施策を知っていますか」という設問
2. 予備自衛官等向けアンケートにおいてこれらの制度・施策を知っていると回答した方を対象として実施した「これらの制度・施策に満足していますか」という設問にて「満足している」「概ね満足している」を満足と定義
3. 予備自衛官等向けアンケートにおいて全回答者を対象として実施した「これらの制度・施策はあなたが予備自衛官等への志願・任期継続を検討する上での後押しになる/なりましたか」という設問
(本設問のみ、各選択肢のうち最も選択率が高かった選択肢で色付け)

凡例

認知度1

: 50%以上
: 50%未満

満足度2

: 50%以上
: 50%未満

有用性3

: なる
: 特にならない
: どちらでもない
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既存施策の認知度自体は高くはないが、認知する雇用企業らの施策・制度の活用度・
満足度は総じて高い
既存施策の志願・任用継続に対する効果 (雇用企業)

開始時期

R2.4～

H30.10～

H27.12～

H29.9～

H27.7～

H10.3～

雇用企業

認知度1 活用度2 満足度3 有用性4施策概要

即応予備自衛官育成協力企業給付金

雇用企業協力確保給付金

予備自衛官等協力事業所表示制度

雇用主への雇用する予備自衛官等に係る
訓練招集の予定期間その他の情報を提供する制度

防衛省が発注する建設工事
(総合評価落札方式) における予備自衛官等の評価

即応予備自衛官雇用企業給付金

既存施策内容

2

3

4

5

6

1

1. 雇用企業向けアンケートにおいて全回答者を対象として実施した「これらの制度・施策を知っていますか」という設問
2. 雇用企業向けアンケートにおいてこれらの制度・施策を知っていると回答した方を対象として実施した「これらの制度・施策を活用していますか」という設問にて「活用している」「時々活用している」を活用と定義
3. 雇用企業向けアンケートにおいてこれらの制度・施策を活用していると回答した方を対象として実施した「これらの制度・施策に満足していますか」という設問にて「満足している」「概ね満足している」を満足と定義
4. 雇用企業向けアンケートにおいて全回答者を対象として実施した「これらの制度・施策は制度・施策は貴組織が予備自衛官等を雇用することの後押しになる/なりましたか」という設問
(本設問のみ、各選択肢のうち最も選択率が高かった選択肢で色付け)

凡例

認知度1

: 50%以上
: 50%未満

活用度2

: 50%以上
: 50%未満

有用性4

: なる
: 特にならない
: どちらでもない

満足度3

: 50%以上
: 50%未満

施策
No.
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最終事業報告書の内容

1. サマリ

2. 本調査の背景と目的

3. 調査概要

4. 調査結果

• 志願促進に向けた課題

• 退職抑止に向けた課題

• 関係閣僚会議決定に対する評価

• 既存施策の志願、任用継続に対する効果

5. 予備自衛官等拡充に向け効果的と考えられる施策等の提案

6. 今後の進め方
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予備自衛官等の充足率向上に向けて顕在化した課題とその背後にある真因
予備自衛官等の充足率停滞要因の構造

予備自衛官等の充足率が停滞

背後にある「真因」

顕在化した課題

「表層」で
起こっている事象 採用者が増えない 退職者が減らない

給付金制度の趣旨の未普及

従来踏襲の報酬制度

既存ルールの維持意識

雇用組織へのメリット不足

フレキシビリティーの少ない運用

手当が不十分

受入企業/就職先における支援が不十分

志願/継続しにくい訓練制度

採用/継続任用上限年齢

退職自衛官に同じ
• マネジメントに嫌気
• 上下/人間関係
• 成果と評価の未連動
など

自衛隊との関係断絶
希望

• 退職予定自衛官の
うち予備自衛官等を
志願しない者の志願
しない主要理由

• 志願の阻害要因：特別休暇等の未整備により訓練参加に有給消化が必要
• 継続の阻害要因：同上及び業務調整の困難さ

• 現行の即応予備自衛官の採用上限年齢では定年退職自衛官は無条件で志願できない
• 現行年齢上限は現役の即応予備自衛官の大半の任用継続意向年齢よりも低い

• 志願の阻害要因：投入する時間に対して手当が見合わない
• 継続の阻害要因：給与が発生しない休暇で参加した場合、本業の給与より手当が少ない

• 志願の阻害要因：業務に影響を及ぼさずに参加することが難しい年間訓練日(即応予備自)

• 継続の阻害要因：訓練候補日の選択肢が少なく受入企業/就職先の業務と調整困難

機械的な
説明・
研修運用

自衛隊内
での予備
自衛官等
制度の
軽視

制度の不理解

• 退職自衛官が予備自衛官等
制度を理解しておらず、志願の
検討を十分に行わずに退職して
いる者が存在

• 自衛官/元自衛官以外の国民に
予備自衛官等制度が十分理解
されておらず、志願の検討が
なされず予備自衛官の応募が
増えない

国民の
関心層
への
アプローチ
の不十分
さ

考慮すべき
予備自衛官等の
固有の要素

本業の存在 雇用組織

本業の
勤務形態

サポート
の有無

給付金
の有無

制度への協力の
メリット・デメリット

予備自衛官等制度ならではの仕組み

公務員
制度との報酬
バランス

元自衛官と
民間出身者
の混在

独自の
定年
制度

歴史的
背景

3区分の設置
(即応予備自、
予備自、予備自補)

幅広い
年代の
混在

任務の内容/スタイル

招集訓練任務・
役割の
特殊性

緊急招集 制度整
備状況

再掲
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課題とその真因それぞれに対し対応策を打ち、総合的に充足率の向上を図ることが肝要
予備自衛官等の充足率向上(新規獲得・退職抑止)に向けた課題及び真因並びに対応の方向性

顕在化した課題

制度の不理解

受入企業/就職先
における支援が
不十分

予備自衛官制度への
協力促進

自衛隊との関係断
絶希望

退職自衛官に同じ
• マネジメントに嫌気 など

「自衛官の中途退職抑制施策の調査研究」にて真因及びその対応施策が検討されており、その結果に
基づき対応を進めるべきである。

手当が不十分 従来踏襲の報酬制度 「自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立に関する基本方針」(令和6年度12月)を
受け、令和7年度に改善予定である。この点は内外にしっかりとアピールするべきである

予備自衛官等制度の
理解促進機会の増加

志願/継続しにくい
訓練制度

訓練選択の柔軟性
(フレキシビリティ)

フレキシビリティーの少ない運用 • 訓練候補日の増加
• 訓練スケジュールの早期決定
• 年齢・練度による訓練内容のオプション設定
• 即応予備自衛官の訓練日数のオプション設定

• 予備自衛官等制度への理解促進活動の強化
• 給付金に関する支給要件の徹底・再周知
• 予備自衛官雇用企業給付金等の設置

採用/継続任用
上限年齢

既存ルールの維持意識 意向に即した
年齢上限の引上げ

• 即応予備自衛官の任用継続上限年齢の引き上げ
• 予備自衛官の任用継続上限年齢の引き上げ

• 自衛官時の予備自衛官等制度に関する説明・研修機会の増加
• 自衛隊における再就職支援時の予備自衛官等への応募案内の強化
• 予備自衛官等制度への支援条件に基づいた退職予定自衛官雇用希望組
織へのインセンティブ付与

国民の関心層へのアプローチが不十分 予備自衛官等制度の
情報発信の強化

• プッシュ型媒体におけるマーケティングの強化

対応の方向性

方向性 施策

真因

雇用組織へのメリット不足

給付金制度の趣旨の未普及

機械的な説明・研修運用

自衛隊内での予備自衛官等制度の軽視

再掲
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施策の実行にはそれぞれの施策ごとの実行に向けた条件が存在 (1/2)

予備自衛官等制度の
理解促進機会の増加

予備自衛官等制度の
情報発信の強化

予備自衛官制度への
協力促進

方向性

自衛官が退職する際、自衛隊にて提供する再就職支援において、予備自衛官等の
活動を組織として推奨、サポートしている組織を優先的に紹介する。

自衛官に対し、年数回の説明・研修の機会を提供し、年1回の受講の義務化を
行う。その際には予備自衛官等制度の概要だけではなく、予備自衛官等の
重要性を合わせて説く

退職予定自衛官等の採用を望む組織に関し、当該組織が従業員の予備自衛官
等活動への参加に対し、どのような支援を行っているか (組織として予備自衛官等
活動を推奨しているか、特別休暇等の設置の有無、組織内での予備自衛官等
制度の理解促進活動の有無等) を把握し、より優れた支援を有する会社に対し
合同説明会での選定において優遇するなどのインセンティブを設ける

予備自衛官補の人材ソースである国民の関心層へプッシュ型媒体により効果的に
リーチする
• 関係閣僚会議での決定事項についても強調

予備自衛官等に志願する者の中で、最終的に予備自衛官への志願を断念する
者が挙げる主要な課題は「仕事との両立が困難」である。就業規則による副業・
兼業の禁止を定める組織への働きかけや、予備自衛官を志願する従業員への
支援措置への協力を求めるため、予備自衛官制度への理解促進を退職自衛官
雇用組織に行う。具体的には、自衛隊が把握する再就職紹介先候補組織にて
従業員の予備自衛官等活動へのサポートに向上の余地のある組織を対象とし、
組織毎に具体的な追加協力を要請する。

給付金の支給要件にて、招集訓練及び災害等招集に応じる期間を特別休暇、
勤務免除扱い等とする等の措置を講ずることを求めているところその徹底を図る必要。
具体的には雇用組織の申請時に予備自衛官等制度への支援内容の確認の強化
を図るとともに、即応予備自衛官に雇用組織から与えられている措置の確認を行い、
要件に見合う措置がなされていない場合には、是正要請等を行う

詳細案

• 自衛隊の方針更新
• リソース確保

• 自衛隊の方針更新

• 自衛隊の方針更新
• 雇用組織の協力
獲得

• 自衛隊の方針更新
• 予算確保

• 自衛隊の方針更新
• リソース確保

• 自衛隊の方針更新
• リソース確保

やや
低

低

中

低

中

高

実行に向けた条件
(仮説的)

自衛官時の予備自衛官等制度に
関する説明・研修機会の増加

自衛隊における再就職支援時の
予備自衛官等への応募案内の強化

予備自衛官等制度への支援条件に
基づいた退職予定自衛官雇用希望
組織へのインセンティブ付与

プッシュ型媒体におけるマーケティングの
強化

施策

予備自衛官等制度への理解促進
活動の強化

給付金に関する支給要件の徹底・
再周知
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施策の実行にはそれぞれの施策ごとの実行に向けた条件が存在 (2/2)

予備自衛官制度への
協力促進

意向に即した
年齢上限の引上げ

訓練選択の柔軟性
(フレキシビリティ)

方向性

即応予備自衛官の任用継続上限
年齢の引き上げ

予備自衛官の任用継続上限年齢の
引き上げ

訓練候補日の増加

訓練スケジュールの早期決定

即応予備自衛官の年齢・練度による
訓練内容のオプション設定

即応予備自衛官の訓練日数の
オプション設定

予備自衛官雇用企業給付金等の
設置

施策

現行の即応予備自衛官の任用上限年齢は、継続する意思がある現役即応予備
自衛官の大半の任用継続意向年齢よりも低く設定されている。当該任用継続
上限年齢を引き上げることにより即応予備自衛官として活躍できる期間を伸ばす

定年退職自衛官の大半が予備自衛官の定年上限年齢の引き上げがあった場合
には任期延長の意思を有しており、当該定年上限年齢の引き上げにより、
予備自衛官として活躍できる期間を伸ばす

本業を有する予備自衛官等にとって訓練候補日のオプションの多さが参加可否に
大きく影響。訓練候補日を増加させることで、繁忙期の異なる様々な産業区分・
業種の予備自衛官等の訓練参加を促す

本業を有する予備自衛官等が訓練に参加するためには、本業における業務調整が
不可欠。訓練スケジュールの早期決定により、予備自衛官等が本業組織内での
業務調整を早期に始めることを可能とし、もって訓練参加を促す

即応予備自衛官の年間訓練日数30日に対し雇用組織との関係より縮減を求める
声も存在。即応予備自衛官においても補給が主たる任務である部隊も存在し、
担う機能・任務によって求められる練度は異なる。そのため、担う機能別・任務別に
訓練日数にオプションを設定し、即応予備自衛官の志願のハードルを下げる

年齢の上昇とともに体力への不安を理由に即応予備自衛官への志願を断念する
退職自衛官が存在。担う機能・任務により任務に求められる体力も異なるため、
それら機能・任務、年齢や練度により、訓練内容にオプションを設定する

雇用組織においては、予備自衛官、予備自衛官補については、そもそも人数を
把握していなかったり、特別休暇や勤務免除扱い等の措置が取られていない場合が
存在。予備自衛官、予備自衛官補を雇用する組織に対しても、一定の予備自衛
官等活動への支援措置を講ずる組織に対して給付金を措置することで、予備自衛
官、予備自衛官補が招集訓練や災害招集へ応じやすくなる措置の設置を促進する

詳細案

• 自衛隊の方針更新
• 制度設置
• 予算確保

• 自衛隊の方針更新
• 制度改定
• 予算確保

• 自衛隊の方針更新
• リソース確保

• 自衛隊の方針更

• 自衛隊の方針更新
• リソース確保
• 制度改定

• 自衛隊の方針更新
• 制度改定

高

高

高

中

やや
低

高

高

実行に向けた条件
(仮説的)
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参考) 施策の効果対象を踏まえつつ優先順位を検討すべき
各施策の効果対象

対応の方向性 効果対象
新規獲得

即応予備
自衛官

予備
自衛官

予備
自衛官補

退職抑止

即応予備
自衛官

予備
自衛官

予備
自衛官補

方向性 施策

予備自衛官等制度
の理解促進機会の
増加

自衛官時の予備自衛官等制度に関する説明・研修機会の増加

自衛隊における再就職支援時の予備自衛官等への応募案内の強化

予備自衛官等制度への支援条件に基づいた退職予定自衛官雇用希望組織への
インセンティブ付与

予備自衛官等制度
の情報発信の強化

プッシュ型媒体におけるマーケティングの強化

訓練選択の柔軟性
（フレキシビリティ）

訓練候補日の増加

訓練スケジュールの早期決定

年齢・練度による訓練内容のオプション設定

即応予備自衛官の訓練日数のオプション設定

予備自衛官制度へ
の協力促進

予備自衛官等制度への理解促進活動の強化

給付金に関する支給要件の徹底・再周知

予備自衛官雇用企業給付金等の設置

意向に即した
年齢上限の引上げ

即応予備自衛官の任用継続年齢の引き上げ

予備自衛官の任用継続年齢の引き上げ
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最終事業報告書の内容

1. サマリ

2. 本調査の背景と目的

3. 調査概要

4. 調査結果

• 志願促進に向けた課題

• 退職抑止に向けた課題

• 関係閣僚会議決定に対する評価

• 既存施策の志願、任用継続に対する効果

5. 予備自衛官等拡充に向け効果的と考えられる施策等の提案

6. 今後の進め方
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インパクトが大きく、且つ着手しやすい施策より取り掛かる
各施策の実行の優先順位

対応の方向性
施策方向性

優先度 インパクト
新規獲得 退職抑止

着手の
しやすさ

高

低

自衛官時の予備自衛官等制度に関する説明・研修機会の増加予備自衛官等制度の理解促進機会の増加①

訓練候補日の増加訓練選択の柔軟性（フレキシビリティ）②

即応予備自衛官の訓練日数のオプション設定訓練選択の柔軟性（フレキシビリティ）④

即応予備自衛官の任用継続年齢の引き上げ意向に即した年齢上限の引上げ①

予備自衛官の任用継続年齢の引き上げ意向に即した年齢上限の引上げ②

予備自衛官雇用企業給付金等の設置予備自衛官制度への協力促進④

年齢・練度による訓練内容のオプション設定訓練選択の柔軟性（フレキシビリティ）③

予備自衛官等制度への理解促進活動の強化予備自衛官制度への協力促進②

給付金支給に関する支給要件の普及予備自衛官制度への協力促進③

プッシュ型媒体におけるマーケティングの強化予備自衛官等制度の情報発信の強化①

自衛隊における再就職支援時の予備自衛官等への応募案内の強化予備自衛官等制度の理解促進機会の増加②

訓練スケジュールの早期決定訓練選択の柔軟性（フレキシビリティ）①

各施策については、期待される施策効果に加え、施策の実行主体、予算確保の必要性、制度改正の有無等の
実行に向けた条件も考慮の上、実行の優先順位及びタイムラインを決定していくべき

予備自衛官等制度への支援条件に基づいた退職予定自衛官雇用
希望組織へのインセンティブ付与

予備自衛官制度への協力促進①

再掲
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